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1.は し が き
近年のわが国における,農 業 の特徴 の一つは,急 速な施設園芸の普及であ ろ う。特に,ビ ニー
ルハウスでの野菜生産 は,大 きな増加を示 している。 ガラス室,ビ ニールハ ウス等の施設での野
菜の1乍付面積は,昭 和40年の5,200haから,10年後の昭和50年には24,000haに達 してい る・
他方,露 地野菜の作付面積は,昭 和48年の651,000haをピー クとして,そ の後の作付面積は・
多少の増減はあ って も,減 少傾向にある。露地野菜においては,作 目によ り,多 少の増減はあ る
として も,需 要の増加を急速に期待す ることは困難であろ う。 また,そ の価格変動は非常に激 し
く,その結果が作付に敏感に反映 され,作 付面積が伸縮する。露地栽培の野菜は・価格が不安定
で安値安定的に推移す る場合が多 く,野 菜生産の相 当部分が,施 設での野菜生産に 移行 してきて
いる。施設での野菜生産 は,農 業者の農業所得の拡大欲求 と,消 費者の生産様式の多様化に よる
消費の周年化傾向とが合致す ることに よ り,着 実に増大 して きてい る。
ここにおいては,公 的資金の助成を うけ て,園 芸施設を導入 した,施 設園芸集中管理 モデル団
地の調査を通 して,施 設園芸農業 団地への補助金の役割を明 らかに してみたい。
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2.施 設園芸の意義および特質
施設園芸 とは,温 室D,ガ ラス室,ビ ニールハウス2)で野菜,花 卉,果 樹を 栽培す ることであ
る。
その被覆 材としては,ガ ラス,ビ ニールフ ィルム,ア ク リル板等 の光線透過率の高い資 材が用
い られ る。 また,そ の被覆材の 支持構造 材と して,当 初の木材か ら,パ イプ材,鉄 骨材,ア ル ミ
ニュームまで 用い られ るようになってい る。園芸施 設の 支持構造材,被 覆材その他の 資材の 改
良,園 芸施設に付属する加温設備,換 気設備,灌 水設備機器 の開発,改 良に よって,施 設園芸は
一層普及す るこ とにな った。 これ らの設 備機器を使用す ることに よって,作 物 の生育好適環境を
維持す ることが容易になされ る。 これ らの施設,設 備を設置す るためには,当 然の ことなが ら多
額の資金を必要 とす る。 また施設 で果菜類を栽培す る場 合,特 に他 の作物 を栽培す るの と比較 し
て,よ り周到 な管理をす ることが必要 となる。 育苗において も,キ ュウリとか メ ロンのよ うな う
り類においては,接 木作業は不 可欠な ものとな る。 また,そ の収穫期間が長期にわたるため,病
虫害の発生は後 々の収穫量に悪影 響を与える。 この危険を回避す るためには,病 虫害防除作業を
増加 させ る必要があ る。 また,収 穫,選 別,荷 造 り,栽 培管理に も多量の労力を投入しなければ
な らない。施設での野菜栽培は労 力や費用をあ る程度増投すれば,収 量が増加 し収益が拡大する
傾向がある。 しか も,水 稲作,麦 作の よ うに,作 業の一時的集中が顕著でないため,労 力を合理
的に配分す ることがで きる。施設園芸は,資 本集約的性 格 と労働 集約的性格 との両面を もってい
る。施設園芸の農業生産的特質は,一ヒ地に対 して極めて資本集約的,労 働 集約的であ り,し か も
相当高い収益性を実現す るところにあ る。 この ような施 設園芸の普及展開の要因は,従 来の畑作
一露地作一 の不振に よって,施 設園芸への転換が計 られた ことに基因 している。 多 くの労働 を合
理的に投下す るためには,ま た,高 能率な資 本財の導入 も必要 とな る。 このため,農 業 に お い






行い得る棟高のものをいい,そ の断面が トンネル状のものを含む」(農政調査委員会編 『前掲書」100
頁)こ とになっている。施設園芸の 「施設」は,温室 ・ガラス室,ハ ウスをその内容とする。栽培する
作物の肥培管理作業のため作業老がその中に入り得ない高さの被覆物である 「トンネル」は施設に含ま
れない。

















採算性と安全性すなわち資本的基準が問題となるのである。亀谷 是 『農業投資 の経済理論』農林統
計協会,昭和50年,71～73頁。
3,施 設園芸の投資効果 と補助金の役割
園芸施設に関す る技術の進歩に よって,施 設はます ます大型化 し,作 物の生育環境管理を 自動
制御化1>することが可能 とな った。 しか し,こ れ らの大型園芸施設 を農業経営が設置す る場合に
は,多 額 の資金を必要 とす る.そ の資金が借入金,白 己資金のいずれ で賄われ るとして も,投 下
された資 金は農業生産 の過程を通 して,F]滑に回収 されなければな らない。 このため,経 営にお
ける流動性お よび収益性を検討す ることが必要 とな る。 その一手段 として利用 され るのが損益分
岐点分析である。
損益分岐点(break-evenpoint)とは 「売上(売 上高)が それ以下にな ると損失が生 じ,そ れ
以上にな ると利益が 生ず る売 上,つ ま り,損 失 と利益 のわかれ 目になる売上」2)であ る。す なわ
ち,損 失 と利益 とが等 し くな る売上 を示す点であ る。損益は収益 と費用 との差額(収 益 一費用=
損益)で あ り,損 益分岐点 では 損益が0と な る。いいかえれば,収 益 と 費用 が 等 し くな る 売上
(収益に よって 費用が 補償 され る売上)が 損益分岐 点であ る。 ある一定期間の売 上高が,こ の売
上高を上 まわれば利 益が発生す る。 この売上 高を境界と して,損 失 または利益が発生す るとい う
採算上の下限であ る。損益分岐点は,狭 義には採算点であ り,広 義に は売上 ・費用 ・.損益の採算
の関係であると され る。損益分岐 点は,次 の公式に よ り算出 され る。 この公式では,当 期の固定





:は 売上高 ・鞭 ・対する変醐 の割合を示 し㌦ もまた生産騨 鱈 たりの変動費の割合
を示している・(・,これを変獺 靴 曝1三 またはP-;は 限界収益率と呼ばれる・損
益分岐点は,当 期 の固定費∫を限界収益率で除す ることに よ り算出 され る。
ここで,S施 設園芸集中管理 モデル団地5)におけ る損益分岐点につ いてみてみ ることとす る。
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この施 設園芸集中管理 モデル団地の設置にあたっては,国 費,県 費に よる事業費の補助が約50%
なされている。 しか しここでは補助 金支給の有 ・無別の比較をす るため,ま ず事業費を全額 自己
資金 で賄な った もの と仮定 して,損 益分岐点を求め ることとす る。 この施設園芸 集中管理モデル
団地での作付体系は,春 作 の 「促成 キ=ウ リ」 と秋作の 「抑制 キ ュウ リ」 との2期 作であ る。 こ
こでは,A農 …家の売上実績を基礎に して,そ の1,000m2当た りの 損益分岐 点を 計算してみ る。
売上は3,165,650門(促成キ ュウ リ収量11,920kg単価190円,抑制 キ ュウ リ収量4,190kg単価
215円)である。 固定費は固定資本財 の利子見積額539,788円(施設分396,038円,施設 以外 の 固
定 資本財利子143,749円の合計)減 価償却 費672,449円(施設 分617,012Fl6),施設 以外の固定資本






とな る。故に,こ の場合に おけ る 損益分岐点は,2,879,667円である。 しか し,実 際 の 売上は
3,165,650円であ るので,285,983円の余剰が発生 した ことになる。
次に,補 助金 の給付 を うけた場合の計算を してみ る。売上3,165,650円と変動費1,766,922円は
不変である。 固定費は固定資本財 の利子見積額344,185円(施設分200,436円,施設以外 の固定資
本財利子143,749円の合計)減 価償却費367,707円(施設分312,270円,施設以外の固定資本財 の




となる。故 に,損 益分岐点は1,747,153円であ る。 これは補助金に よる固定費 の負担に よって,
損益分岐点が 引下 げ られた ことを 意味 してい る。 このため,余 剰は前の例での285,983円か ら
1,418,497円に増加 してい る。 ここにみ られ るよ うに,補 助金は 固定費(f)を 減少 させ ること
に よって,損 益分岐点一 採算点一 を引下げる機能を果 してい るといえるであろ う。 これは農
業経営が より多 くの所得を,取 得す ることができるとい うことを意味 してお り,補 助金の付加資
本的性格を示す ものであ る。
損益分岐の態様は,利 益図表(profitgraph)(損益分岐図表break・evenchartとも呼ばれる)
に よって図示 され る。 これは経営活 動の成果 を費用 ・収益 ・損益の関係 として図示す るものであ
る。利益図表は,ズ 軸に売上高を と り,ツ軸に売上高 ・費用 ・損益 を表示す る。費用は損益分岐
点の公式におけ ると同様,固 定費 と変動費に二分す る。固定費は原点か ら,そ の金額の高 さにズ
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軸に平行に記入す る。y軸 と固定費線 の交点がA点 であ る。変動 費はA点 か ら変動費率の勾配 で
記入す る。 これは総費用線であ る。 この施設園芸集中管理 モデル団地の,1,000m2当た りにっい
て売上高 ・費用 ・損益 の関係を図示すれば第1図 のよ うになる。 総費用線 と売上高線 の交点であ
るP点 が,こ の図表におけ る損益分岐点である。 これはすでに計算によって求め られたよ うに,
2,879,667円である。 これは κ軸のB点 に示 され る。B'点の垂直線 と売上高線との交点がP'点で
ある。 またB'点 と総費用線 との交点がC点 で ある。△PP'Cが総売 上3,165,650円の場合の利益
額を示す。
次に補助金を給付 され た場合につ いてみれば,補 助金相当額を固定費 よ り控除す るため,総 費
用線であるT線 はx軸 方向に平行移動す る。すなわち ツ軸EのA'点 が 「真正 な 固定費」 とな る
が,そ のA'点 か ら変動費率の勾配で 記入 した 総 費用線であるD線 に シフ トす る。 このため,売
上高線(S線)とD線 の交点であ るP"点 が,補 助金を給付 された場合の損益分岐点 とな る。x
軸のB"点1,756,014円の位置が これに相 当す る。 ここにおいて示 され るよ うに,補 助金を給付
されることに よって固定費は圧縮 され,損 益分岐 点はy軸 方向に移動 し,利 益 も△P"P℃'の面
積まで増加す ることとなる。 このよ うに固定費 と変動費が決定 され ると,利 益 をあげ るためには
売上がい くらでなければな らないか,い くらの売上をあげなければな らないかとい う こ とが 判




項 自～　 一さ_分 煙 禽ズ繊;繁 禽縫 めた＼ 、1



















































































































時 間 当 た り 労 働 報 酬
1時 間 当 た り労 働 生 産 性
1,000円当 た り資 本 生 産 性
1kg当 た り 生 産 費 ,









































定資本財 は 園芸施設 と トラ























この図表 に よって示 され る如 く,限 界収益率が与え られ ると,固 定費の大小が損益を規定する
要因となる。園芸施設に対するこの種の補助金は,固定費を圧縮する機能をもつので,長期間に
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なければ な らわたって農業経営の所得増加に貢献す る で あ ろ う。農業経営におけ る所 得の増加
は,基 本的にはその農業投資水準に よって規定 され る。 しか し農業経営は農産物の収量変動並 び
に価格変動 とい う 「二大不確実性」要因に さらされている。補助金はこのような不確実性に さら
されて,資 金調達の面で種 々の制約 を うけている農業経営に,農 業投資への契機を与える。 また
補助金投資によって所得の増加が達成され るため,農 業経営が危険回避 のため農業保険に加入す
るとか貨幣的準備をなす とか の経済的予防措置 をとることを容易ならしめる。 また固定費負担の
軽減に よって農産物価格低落に対応す ることを容易な らしめ ることに より,農 業経営に不確実性
に対する強い抵抗力を与 えるであろ う。
次に,こ の施設園芸 集中管理モデル団地におけ る,投 下資本の 「利回 り」11)一資本 の 収益率一
をみることとす る。第1表 は,こ のモデル団地におけ る収益と費用 の関係を示 した ものであ る。
特に左欄には補助金 の給付がな されなか った場合の1,000m2当た りの 経営試算を 示 した。 また
右欄には,補 助金を うけた 施設園芸集中管理 モデル団地の,1,000m2当た りの 経営試算を示 し
た。既に損益分岐点分析の ところで 述べた如 く,総 投下資本は,補 助金を 給付 された 場合(右
欄),その補助金相当額だけ減 少 している。 また経営費について も園芸施設の 減価償却費が 補助
金相当分だけ減額 となるため当然の ことなが ら右欄において減少 している。農業経営純収益 一農
業粗収益 一農業経営費の公式に示 されるよ うに,経 営費の減少は農業経営におけ る純収益の増加
をもた らす要 因とな ってい る。 この よ うに,補 助金が給付された ことによる負担軽減 の影響は,
第1表 の各所に示 されている。
この第1表 におけ る 「資本利回 り」{1}は,資本純収益を総投下資本で除した ものであ り,総 投
下資本の利回 りを示 している。 また 「資本利回 り」②は,資 本純収益を土地資本を控除 した投下
資本で除 した ものであ る。 また 「資本利回 り」㈲は,資 本純収益を固定資本財の金額で除 した も
のであ り,固 定資本財の利回 りを示 してい る。 もしも補助金の給付を うけないで,こ の施設園芸
集中管理モデル団地 におけ るの と同程度 の施設 ・設備でキ ュウ リの栽培を したな らば,固 定資本
財につ いては,5.95%の利回 りであ ると計算 され る。 またこの施設園芸集中管理モデル団地は,
補助金を給 付 されたため,資 本利回 りも固定資本財にっいてみれば1ag5%とな る。 この試算で
求められた利 回 りが,借 入金の金利水準を上回 るならぽ,一 応その投資は合理的であると評価 し
うる。 しか し,こ こにおいて求め られた利 回 りは,土 地資本の評価,固 定資本財の評価,取 り分
け,自 家労賃の見積 り如何に よって,そ の水準が変動的 となる要素 を含んでい る。労賃の見積 り
を大き くすれぽ,資 本利 回 りは当然小 とな り,ま た反対の場合は逆 とな る。 しか し利回 りは'評
価に関連す る不確実な要素を内包す るとして も,農 業経営の各部門における資本 の効率を測定す
る統一的尺度 となし うるとい うところにその意義があ るであろ う。
次に,こ の施設園芸集中管理 モデル団地に おけ る 資本回収期間12)について 考察す ることとす
る。改めて述べ るまで もな く,投 資は収益を得 ることを 圓的 としてな され る。 これは投資が満た
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すべ き第一条件である。 より具体的には,投 資元本 に対す る報酬取得の割合を,よ り大 きな もの
にす ることを求めてなされ る。資本 を,生 産 の連続性 を有す る農業生産過程の拘束か ら解放す る
ためには,投 下資金をあ る期間経過 後に回収 しなければな らない。 投資が長期化すればす る程,
各種 の不確実性は増大す るであろ う。そ こに資本回収期間についての考慮がな され なければな ら
ない所 以があ る。 施設園芸の ように投下資金が大 であればあ る程,資 本の安全性を確 保 す る た
め,資 木回収期間を短縮す ることが肝要 となる。 なお資本が効率 よく活用 されれば,高 い収益を
もた らすので,資 本の回収期間は当然短縮 され る筈であ る。
ここで この施設園芸集 中管理 モデル団地 におけ る,資 本の回収期間をみてみることとす る。資
本の回収期間 を次の算式に よって計算す る。
資本回収期間=固 定資本財投下額 ÷1年 当た り資本回収額
この算式での1年 当た り資本回収額 は,固 定資本財に帰属す る資本収益(減 価償却差引前.資本
利子差引後の資本収益で,ここの計算においては経営利潤と減価償却費を加算 したもの)で ある。 補助 が
なか った もの と仮定 して,こ の施設園芸におけ る資本回収期間を計 算す ると固定資本投下額は,
園芸施設 の固定資本財7,920,765円と施設以外の固定資本財2,874,998円の合計10,795,763円であ
る。1年 当た り資本回収額は,経 営利潤133,043円と減価償却費672,449円の合計805,492円で,
次の通 り資本回収期間は約14年である。
馴 収鯛 一1鵠漂 一・3…
また半額補助金が給付された場合は,固 定資本投 ド額は園芸施設の固定資本財4,008,700円と
施設以外の固定資本財2,874,998円の合計6,883,698円である。1年 当た り資本回収額は,経 営利
潤602,538円と減価償却費367,707円の合計970,245Flで,次に よ り資本回収期間は7年 強で ある。
資蜘 収搬 曙 ㍊8一 τ・9
そこで,ハ ウス本体 の耐用年数は15年,それに付帯す る各種設備の耐用年数は8年 で あ る の
で,こ の資本回収期間は,耐 用年数の期間内に収 まることとなる。 これに対 して補助のない場台
は,資 本回収に約14年を要す る。資本の安全性確保のためには,資 本の回収期間が,よ り短期で
あることが望 ましい。 この点からも,施 設園芸におけ る追加的資本 としての補助金の役割を認め
ることがで きる。
施設,設 備機器の技術開発に よって,施 設は大型化,白 動装置化がはか られ る傾向がある。園
芸施設は,① ハウス本体,② 加温設備,③ 生産管理装置お よび機器(A環 境制御装置,B収 穫機
器,C運 搬機器等よ りなる)等 に よって構成13)され るのであるが,各 々の構成部分の組合せに よ
って,そ の設備費は異なる。 補助金が給付 され る施設園芸 モデル団地 においては,最 初 に 理 想
的な設計書を作 り,そ れに基づいて投資額が設定 される。 従 って施設 投資の限度を経営 予測との
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関連から算出 し,施 設規模 をその枠 内に規制す るとい う配慮に欠けているよ うに思われる。 各種
自動制御装置の導入に よって,単 に作物生育環境の改善だけでな く,内 部に支柱がないため作業
能率 も向上 し,強 制換気施 設の設置によって作業環境 も改善 され てい る。その経営 も補助金の作
用によって円滑になされているわけであるが,こ の生産団地において も,若 し補助金の給付が な
されていないな らば,園 芸施設への適正な投 資一 投資 の経済性一 が問題 とな るであろ う。
さて,あ る施設園芸集中管理 モデル団地に おけ る 損益分岐点,資 本利回 り,資 本回収期間等
を,補 助金 と関連 させ て試算 してきたわけであ るが,そ こで算出 された数値は,労 賃水準 ・利子
率 ・耐用年数等 の特定 水準に よって規定 され る性格 のものであ る。見積 り水準に変化が あれば,
当然各々の数値 も変動するであろ う。 しか し,給 付 され た補助金 の効果は,た とえ数値に変動が
あった として も,そ の各 々の数値のなかで示 され続け るであろ う。施設園芸に対す る補助金は,
資金 コス トのかからない 「付加的資本」 としての役割を果すので,そ の活用方法如何んでは,農
業固定資本形成(資 本装備の高度化)を 通 して,農 業経営発展 のための1核 」 となるであろ う。
その理由は,高 度資本主義済経下においては,補 助金政策はきわめて重要性を もってい るか らで
ある。農業経営が,独 力で 自己の 責任 と 計算において,そ の必要 とす る 資金を調達 し うるな ら
ば,補 助金の給付をなす とか,利 子補給,債 務保証をなす とかす ることによって,資 金を供給す
る必要はない。 しか し通常農…業経営は,資 金蓄積力や資金調達力が欠如 してい る。 これを補完す
るために,各 種の支援措置が とらざるをえない し,資 金の財政的流通機能を通 しての政策的再配
分お よび再配置の必要性14)もあ るのであ る。 資金の財政に よる再配分お よび再配置 の目的が,わ
が国の農業が生産性の高い近代的な農業 として確立 され るよう,そ の体質改善を進め ること15)に
あるのは事実であろ う。 しか し,他 面農産物の供給 体制の整備を通 して,消 費生活の多様化に即
応した農産物 《野菜 》の供給 を図 る,と い う日的を達成す る手段 と して補助金が利用 さ れ て い
る,こ うした本質的 部分を看過 してはならない。政 策は国家が計画的に統御の意志を もって統制
的かつ調整的活動をなす ものであ り,補 助金 もこの原理に よって規定 され る。
補助金は制度的に要綱,要 領に より補助 目的,補 助対象,補 助事業主体,補 助率が規定 されて
いる。 それ らの内容は地 方の実情 を勘案 して決定 され る訳ではな く,む しろ全国的,画 一的に決
定 され る。 従 って要綱,要 領に掲げる 条項 に 適合 した 「農業組織」濃 業経営」 のみが,補 助金
の便益を享受 し うるとい う不公平な側面 もある。原則的には資金調達は当該農業組織,農 業経 営
の経営活動 のなか でな されなければな らない。 施設園芸において も,そ の投資計画は農業経営の
主体的な選択に よってな され るべ きものであって,政 策的に行なわれるべき ものではないであろ
う。 しか し,農 業 が信用制限を強 くうけ る過渡的段階 においては,補 助金は農業固定資本形成 の
フオ野で強い 「誘導 力Ji6}を発揮 し続けるであろ う。
注1)投 資 レベルが上 昇す ると,施 設に対す る投資比重は相対的に減少 し,設備 ・器機類に対す るウエ イ ト
が高 くなる傾向がある。パイプハ ウスでは施設費の構成が80～90%であるのに対 し,モ デル団地では50
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～60%に過 ぎない。反対に環境制御設備は前者が10～20%であ るのに,後 者のモデル団地では30～40%
になってい る。羽倉弘人 「これか らの施設園芸 ハウス建 築のポイン トー そ の規模 ・構造 と投資限 界一」
r農耕と園芸』,養賢堂,第48巻.第10号,52頁。
2)神 戸大学会計学研究室編 第三版 『会計学辞典』,同文館,昭 和51年,189頁。なお.損 益分岐点,利
益図表 の 記述については,特 に,国 弘員人r損 益分岐点新講』,同文館J一昭和29年,第3章,山 辺六郎
r管理会計』,千倉書房,昭 和43年,第11章,竹中不二雄r金 融 市場 と農業金融』一 現代資本主義 の 信
用機構 と農業一,御 茶の水書房,1971年,第6章,皿 に因 るところが多い。
3)固 定費(fixedcosts)とは,あ る操業期間において売上又は操業度の上 昇にかかわ りな く.一 定期間
の総額が一定 した原価要素で,主 と して物的施設および 基 本的な 経営組織の 保有に 関連す るものであ
る。ここにおいては園芸施設 ・設備 の減価償却費,園 芸施設以外の固定資本財の減価償却費,固 定資本
財の利子見積額,地 代見積額を固定 費と している。
4)変 動費(variab!ecosts)とは,一 定 の生産,販 売能力の もとで,操 業度の増減に 応 じて 一定期間に
おけ る総額が変動す る原価要 素であ る。その変化 の 程度に よって 比例費,逓 増費,逓 減費に 分け られ
る。 ここにおい ては労賃見積額,種 了費 ・肥料費 ・薬剤費 ・電 力光熱費等の流動費,販 売 費を変動費 と
している二
5)S施 設園芸集中管理 モデル団地の総事業費は128,801千円であ る。 また,そ の施設規模は16,237m2,
参加農家は12戸であ る。所要資金の調達 は,第2表 に示 され るように一半は補助金の給付を うけ,も う
一半は近代化資金の借入資金である。集中制御装置化に直接関係す る費用(圃 場整備,集 中管理棟,集
中自動暖房施設,集 中 自動灌水兼施肥施設,自 動強制換気施設,電 気工事)に つ いては,2分 のiの 国
なされてい る。 また,ハ ウス本体および特認施設(ト ラクター,蒸 散器)に ついては,3分 の1の 国庫
の庫の補助が補助がなされてい る。 なお温室本体については県費補助が6分 の1あ り,実 質的にその費
用の約50%が公的資金に よってまかなわれ ることになった。補助以外に52,100千門近代化資金の融資 を
うけている。その融資条件は,金 利5.5%,据置期間な しの10年割賦払であ る。金利5.5%には市の利子
補給分1%が 含 まれてい る。従 って,負 担すべ き実質金利は4.5%である。








































































ハ ウ ス 本 体
(圃場整備費を含む)
集 中 管 理 棟
集鑓轟顯㌍
集中自動灌水 ・施肥施設



















































7)園 芸施設以外の固定資本財 の減価償却費55,437円は第4表 の資料によっている。
第4表 園芸施設以外の資産の減価償却額
(1,000m2当た り,単 位1円,%)
酋 一塑 〕取 砺 ㌔ 割合:総'葺㍉額醐 年雛 馴 倒 利脚 負担働 額
耕 転 機
動 力噴 霧 機



































　 　 　 　 　 　 　　 　
取得価,残存割合,耐 用年数は昭和53年度農林水産省 濃 畜産業用固定資産評価標準』の基準によ
8)労 賃795,000Flt±1時間当た り300Fl,労働投 下時間2,650時間で計算 した。なお春秋期別作業別労働











































































































9)流 動費557,570円の明細は次の通 りであ る。
種 子 費i肥 料 ザ 薬 剤 費 電力光熱 諸 材 料 費.合 .計
43,…円 、95・ … 円i・ ・,㎜円 ・28・・… 円1 .1…57・円 ・557・・〔
備考 種 子費はキ ュウ リ種子 ・クロダネの小計,肥 料費は化学肥料 ・鶏糞 ・稲藁の小計,諸 材料費は
各種 フィル ム ・誘引テー プ ・鉄線等の'J・計である。
10)販売費414,352円の明細は次の通 りであ る6
包 装 費1手 数 料i合 … 設11
171,000円i253,252円1414,352円
備著^一庖 装fi'Cま出荷用 ダンボール箱(5k詰 用)3,420箱単価50円の小計。手数料は総売上額 の8%を
計上。なお生産地集荷市場への直接出荷のため,出 荷運賃は計上 していない。
11)投下資本 の 「利回 り」一 一資本の収益率 の記述については,亀 谷 是r農 業投資の理論と戦略」,
富民協会,1977年,IVおよび竹中久二雄 「金融市場 と農業金融:,御 茶の水書房,1971年,第6章 に因
るところが多い。
12)投下資本 の 「資本回収期間」の記述については,亀 谷 是r前 掲書』71～72頁に因るところが極めて
多 い。
13)この園芸施設 の分類 および以下 の記述は,市 村一男 「施設園芸の投資限界〔3〕⊥r農 業および園芸」,
養賢堂,第48巻,第11号,1973年,15～16頁に負 うところが多い。
14)資金の財政的 流通機能 を通 しての政策的再配分お よび再配置は 「其の必要の漸減すべ き事態を 目標 と
しまた之れ にのみ其の純粋経済的意味 を認める」(東畑精一r日 本農業の展開過程」,岩波書店,昭 和11
年,155頁)べきであろ う。従 って補助金は 「発展を 創造す るための 附加資本」(東畑精一 『前掲書」,
同頁)と して,農 業の新たなる展開のステ ッピング,ス トー ンとしてのみ活用せ らるべべ きであろう。
15)こ れは 「農業団地 育成対策基本要綱」第1趣 旨に示 されているところである。






近年 の地価高騰 と,こ れに起囚する農地の資産的保有傾向の増大で,農 地の流動性の硬直化が
顕著な ところでは,外 延的耕境 の拡大による セ地利用型 農業を指向す ることは極めて困難なこと
であ る。 従って,栽 培技術や経営方法の改善な どを軸 として,内 包的耕境の拡大 に よって土地の
高度利用をはかる以外に選択で きる方策はない ように思われ る。
施設園芸への転換は,白 立経営 農家層が中軸 とな り,推 進されている。野菜栽培につ いていえ
ば,露 地か ら施設への転換 は,農 産物の需要動向の変化に対応 した農業経営 の選択的行動 とみる
ことができるであろ う。そ して,こ の よ うな「施設園芸」とい う高度 な資本装備を有する資本集約
的新技術の導入に よって,農 業経営は生産の増大に伴 う所得増加の契機を与 え られたのである。
一30一
しか し,農 業経営 が 施設園芸への 傾斜を強 め,専 業化への 道を辿 るとす るならば,必 然的に
　 　 　 　 　 　 　 　
F地力低下」や 「連 作障害」 の問題に直面せ ざ るをえない。補助金の給付を うけた このS施 設園
芸集中管理 モデル団地において も,こ の 『地 力低下』 や 「連作障害』 の問題に,今 後 どの ように
対処 してゆ くかが これか らの課題 とな るであろ う。
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